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研究要旨：国や自治体が策定する防災計画・地域医療計画と病院が策定する業務存続計画は、主体が異

なるために独立して整備が進められてきた。本報告の目的は、防災計画・地域医療計画と病院業務存続

計画との関連性や可能性を模索するために、災害の高齢者への影響の分析と日米での取り組み事例の収

集に基づき、我が国で求められる地域医療の在り方を考察することである。方法：調査初年度の研究成

果に関する有識者による議論を通して、災害に強い地域づくりに寄与する病院に関するフレームワーク

を開発した。結果：開発したフレームワークは、（１）病院内の事業継続計画（基盤的な医療の提供と

被災地外からの支援の受け入れ）、および（２）病院外における減災のための病院マネジメント（医療

介護連携の強化とインフラやコミュニティマネジメントの促進）から構成された。まとめ：本研究結果

は、病院が平時の診療活動での工夫によって、いかに災害への備えのハブ組織にいかに能動的な役割を

担うことができるかを示している。 
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Ａ．研究目的 

 病院の業務存続計画（Business Continuity 

Plan: (BCP)とは、災害などの緊急事態が発生し

たときに、組織の損害を最小限に抑え、事業

（業務）の継続や復旧を図るための計画を意味

する。なお、一般に事業は営利目的を、業務は

非営利目的の活動を指すため、本報告書では「業

務」という語を用いる。我が国では、2005 年か

ら、民間事業者向けの BCP の策定が、情報セキ

ュリティ分野（経済産業省）や地震を想定した

全般的ガイドライン（内閣府）などで始まった。

2013 年の災害対策基本法改正で全般的ガイド

ライン第 3 版（内閣府）が示されたものの、医

療組織で業務存続が意識されるようになったの

は災害拠点病院での BCP 策定が義務化された

2017 年度からである。 

 一方、国や自治体が進める防災計画は、災害

対策基本法制定（1961 年）に始まり、2013 年

の改正では、避難行動要支援者名簿が規定され、

また地区防災計画制度も整備された（スタート

は 2014 年度）。 

 注目すべきことは、病院などでの個別組織の
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BCP と、国や自治体が策定する防災計画は、主

体が異なることから、独立して整備が進められ

てきたことにある。災害時にはどちらも運用が

開始されるため、日ごろから連動・連携がなさ

れれば相乗効果が期待できそうであるが、これ

まで両者の関係を考察することは稀であった。 

本報告の目的は、防災計画・地域医療計画と

病院業務存続計画との関連性や可能性を模索す

るために、災害の高齢者への影響の分析と日米

での取り組み事例の収集に基づき、我が国で求

められる地域医療の在り方を考察することであ

る。わが国は超高齢社会を迎えており、特に高

齢者に焦点を当てて考察する。 

 

Ｂ．研究方法 

調査初年度の研究成果に関する有識者による

議論を通して、災害に強い地域づくりに寄与す

る病院に関するフレームワークを開発した。議

論は、日本臨床救急医学会および日本地区防災

計画学会において実施した。 

（倫理面への配慮） 

本研究では、直接利用者に調査をする手法を

とっていない。ただし、研究を遂行する上で、

倫理的側面を充分に配慮しながら実施した。な

お、本研究分担・協力者は、ヒアリングを行っ

た組織のいずれかに所属している。 

 

Ｃ．研究結果 

開発したフレームワークは、（１）病院内の

事業継続計画（基盤的な医療の提供と被災地外

からの支援の受け入れ）、および（２）病院外

における減災のための病院マネジメント（医療

介護連携の強化とインフラやコミュニティマネ

ジメントの促進）から構成された。 

このフレームワークを概念図に整理して発表

し、その図をさらに平易にしたものを図１に示

す。 

 

図１．概念フレームワークを論文化した図* 

 

*Ito H & Aruga T. International Journal of 

Disaster Risk Reduction 77: 103032, 2022.  

 

Ｄ．考察 

 本研究結果は、病院が平時の診療活動での工

夫によって、いかに災害への備えのハブ組織に

いかに能動的な役割を担うことができるかを示

している。 

 

Ｅ．結論 

本研究結果は、災害拠点病院は地域密着型病

院への災害への平時の備えを促し、地域密着型

病院は地域の医療・介護組織やボランティア組

織など様々な地域組織との連携を通して災害へ

の平時の備えを促す役割が期待されていること

を示唆している。 
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